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 第１章 現状と課題 

１ 現状と動向 

（１）位置・地勢 

本市は大阪府の中心部から約 20ｋｍの東南に位置し、市域の面積は 3,972ha

で大阪府域の約 2.1％を占めています。 

また、地形は市域中央部を流れる石川により形成された平野部、西部の丘陵部と

金剛山系に連なる南部の山地部により形成されています。 

市内には近鉄長野線、南海高野線の 2 つの鉄道をはじめ、大阪外環状線（国道

170 号）、大阪千早線（国道 309 号）といった広域幹線道路や、周辺には南阪奈道

路が通っています。 
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（人）

（年）

（２）人口 

１）人口の推移 

本市は、大都市近郊の住宅都市として人口流入が続いてきましたが、住民基本台

帳人口では平成 14（2002）年をピークに減少傾向にあります。また、国勢調査に

おける人口のピークは平成 12（2000）年実施分です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）人口の比率 

年齢 3 区分別の人口比率は、65 歳以上の高齢者が府平均に比べてわずかに高く

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12.1%

12.3%

12.5%

60.8%

59.2%

61.3%

27.1%

28.5%

26.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

富田林市

南河内地域

大阪府

年少人口

（14歳以下）

生産年齢人口

（15～64歳）

高齢者人口

（65歳以上）

人口の推移 

年齢 3 区分人口比率（2015 年） 

資料：国勢調査（総務省） 

注：年齢不詳を除く割合 
資料：国勢調査（総務省） 
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３）地区別（小地域別）人口 

平成 22（2010）年から平成 27（2015）年の国勢調査小地域別（町丁・字等

別集計区）人口については、多くの集計区で減少しています。 

近鉄喜志駅、富田林駅、富田林西口駅周辺や金剛東の一部等では人口増加地区が

みられ、金剛地区や富田林駅東側、市南部の地区等では高齢化率が高くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

注：無着色の集計区は、秘匿データが含まれていることによる。 
資料：国勢調査（総務省） 

人口増減率（2010→2015 年） 高齢化率（2015 年） 
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（３）土地利用 

１）都市計画区域※1・区域区分※２の指定状況 

本市では、行政区域全域が都市計画区域に指定されています。また、北部・中部

を中心に市街化区域※３、南部を中心に市街化調整区域※４が指定されており、市街化

区域が 40％、市街化調整区域が 60％を占めています。 

 

２）用途地域※５の指定状況 

用途地域の内訳は、住居専用地域が 57.7％、その他住居系地域が 34.5％で、住

居系の用途地域が約 92％を占めています。 

 

区 分 面積（ha） 割合（％） 

都市計画区域（行政区域） 3,972 100.0 

 市街化区域 1,588 40.0 

 市街化調整区域 2,384 60.0 

 用

途

地

域 

 1,615.2 100.0 

第一種低層住居専用地域 416.9 25.8 

 第二種低層住居専用地域 － － 

 第一種中高層住居専用地域 190.1 11.8 

 第二種中高層住居専用地域 324.4 20.1 

 第一種住居地域 498.5 30.9 

 第二種住居地域 30.0 1.9 

 準住居地域 28.0 1.7 

田園住居地域 － － 

 近隣商業地域 42.3 2.6 

 商業地域 4.0 0.2 

 準工業地域 54.0 3.3 

 工業地域 － － 

 工業専用地域 27.0 1.7 

注：2018 年 4 月現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 都市計画区域：自然的、社会的条件等を勘案して、一体の都市として総合的に整備、開発及び保

全することを目的として定める区域。大阪府内では、北部大阪都市計画区域、東

部大阪都市計画区域、南部大阪都市計画区域及び大阪都市計画区域が指定されて

いる。 

※2 区域区分：市街化区域と市街化調整区域との区分。 

※3 市街化区域：都市計画区域のうち、既に市街地を形成している区域及びおおむね 10 年以内に優先

的かつ計画的に市街化を図るべき区域。 

※4 市街化調整区域：都市計画区域のうち、市街化を抑制すべき区域。 

※5 用途地域：都市計画法の地域地区のひとつで、用途の混在を防ぐことを目的としている。都市の

将来像を想定した上で、都市内における住宅、商業、工業その他の用途を適切に配分

することにより、機能的な都市活動の推進や良好な都市環境の形成を図るもの。市街

地を 13 種類の地域類型のいずれかに指定し、建築物の用途、密度、形態等を制限する。 
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区域区分・用途地域図 
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３）土地利用現況 

市街化区域は、一般市街地や商業業務地、工業地、公共施設用地等の都市的土地

利用が約 83％を占め、農地、山林等の自然的土地利用が約 17％となっています。 

一方、市街化調整区域は、自然的土地利用が約 79％を占め、都市的土地利用が

約 21％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都市的

土地利用

21％

自然的

土地利用

79％

自然的

土地利用

17％

都市的

土地利用

83％

市街化区域の土地利用面積割合 

市街化調整区域の土地利用面積割合 

土地利用現況図 
資料：都市計画基礎調査（大阪府） 

   2015 年度現在 
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４）市街地の進行状況 

人口集中地区（DID 地区）※１は、昭和 35（1960）年時点で近鉄富田林駅や富

田林西口駅周辺で設定されていましたが、20 年後の昭和 55（1980）年には北部

や東部、金剛方面に広く拡大しています。 

DID 地区面積は、昭和 35（1960）年から平成 27（2015）年にかけて 10.6

倍に拡大しています。 

DID 地区人口は、昭和 40 年代に大きく増加し、平成 12（2000）年以降は減

少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

DID 地区の推移 

※１人口集中地区：国が実施する国勢調査で設定されているもので、以下を条件としている。 

(1) 国勢調査基本単位区を基礎単位地域とする。 

(2) 市区町村の境域内で人口密度が 4,000 人/k ㎡以上の基本単位区が互いに隣接して、人口

が 5,000 人以上を有する。 

資料：国勢調査（総務省） 
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資料：国勢調査（総務省） 

人口集中地区（DID 地区）の変遷 

凡例 
市街化区域（2018 年） 
DID 地区 

1960 年 1980 年 

2000 年 2015 年 
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５）市街地特性 

本市では、金剛地区や梅の里地区等、

計画的に開発された住宅地が点在し、こ

れらの地区は第一種低層住居専用地域

（主に容積率 80％/建ぺい率 40％又は

同 100％/50％）等に指定され、ゆとり

ある市街地が形成されています。 

一方、近鉄富田林駅等の鉄道駅周辺や

幹線道路沿道の商業エリアは、商業地域

（同 400％/80％）や近隣商業地域（同

200％/80％又は同 300％/80％）に

指定され、比較的高密度な土地利用が図

られています。 

 

６）空き家の状況 

平成 25（2013）年における本市の

空き家数は 6,780 戸です。 

住宅総数に対する空き家率は、約

12.9％を占めており、全国、府平均をわ

ずかに下回っていますが、平成 20

（2008）年までの 10％台から大きく

増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：2013 年度都市計画基礎調査（大阪府） 

町丁目別建ぺい率図 

資料：住宅・土地統計調査（総務省） 

空き家の推移 
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（４）産業 

１）産業別就業者 

産業別就業者数は、第 3 次産業就業者が最も多くなっていますが、すべての産業

別就業者数は減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）農業 

経営耕地面積は減少傾向にあり、耕作放棄地面積は増加傾向にあります。 
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耕作放棄地面積
（ha）

（年）

注：分類不能を除く 
資料：国勢調査（総務省） 

産業別就業者の推移 

経営耕地面積と耕作放棄地面積の推移 

資料：農林業センサス（農林水産省） 
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321 291 
263 

144,779 
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136,046 
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事業所数
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商業（小売業）の推移 

資料：商業統計調査 

３）商業 

商業（小売業）は、商店数、年間販売額ともに減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）工業 

工業は、製造品出荷額等が横ばい、事業所数は減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

注：4 人以上の事業所 

資料：工業統計調査 

工業の推移 
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（５）都市施設等 

１）鉄道 

市中央部を南北に近鉄長野線、市西部を南北に南海高野線が通っており、市内に

は 6 つの駅が設置されています。また、隣接市との市域界付近にも 3 つの駅が設置

されています。 

一日当たりの駅別乗降人員は、南海金剛駅が突出しており、近鉄喜志駅、富田林

駅が続いています。 

また、市内各駅の乗降人員は、近鉄長野線、南海高野線ともに減少傾向にあり、

平成 17（2005）年から平成 27（2015）年における市内主要駅の乗降人員を比

較すると、喜志駅が約 7％、富田林駅が約 18％の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄道駅別乗降人員の推移（人/日） 

駅 名 2005 年 2010 年 2015 年 2015/2005 

近鉄 

喜志駅 19,009 18,072 17,612 0.93 

富田林駅 16,714 15,229 13,768 0.82 

富田林西口駅 6,215 6,135 6,557 1.06 

川西駅 4,211 3,634 3,760 0.89 

滝谷不動駅 7,379 7,204 6,600 0.89 

汐ノ宮駅（河内長野市） 2,443 2,403 2,552 1.04 

計 55,971 52,677 50,849 0.91 

南海 

大阪狭山市駅（大阪狭山市） 8,776 8,765 9,204 1.05 

金剛駅（大阪狭山市） 38,032 36,912 34,994 0.92 

滝谷駅 5,546 5,673 5,480 0.99 

計 52,354 51,350 49,678 0.95 

55,971

52,677

50,849

52,354
51,350

49,678

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

2005 2010 2015

（人/日）

近鉄 南海

（年）

資料：大阪府統計年鑑 

鉄道事業者別乗降人員の推移 
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２）道路 

都市計画道路（幹線街路）の計画延長は 42.10ｋm で、このうち整備済延長は

31.90ｋｍ、未整備延長は 10.20ｋｍとなっています。整備率は 75.8%で府平均を

下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）公園・緑地 

都市公園の開設面積は 138.35ha となっています。市民一人当たりの開設面積は

12.07 ㎡で、府平均を大きく上回っています。 
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府平均 5.37㎡/人

都市計画道路（幹線街路）の整備状況（南河内地域） 

注：千早赤阪村は計画なし 

資料：都市計画現況調査（国土交通省） 

2016 年 3 月末現在 

都市公園の整備状況（南河内地域） 

注：千早赤阪村は都市公園なし 

資料：大阪府都市公園一覧表（大阪府都市整備部都市計画室公園課） 

2016 年 3 月末現在 
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４）下水道 

行政人口に対する下水道整備人口の割合を示す整備率は 90.1%となっており、府

平均を下回っています。 

なお、浄化槽整備を合わせた整備率は、91.9％となっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）土地区画整理事業 

土地区画整理事業は、「金剛」・「金剛東」・「中野若松東」の 3 区域で事業が完了

しています。 

「金剛」・「金剛東」については、良好な住宅地の形成を目的として整備されまし

たが、高度経済成長期に開発された金剛地区（高辺台、久野喜台、寺池台）におい

ては、近年、人口減少、少子高齢化、また、道路や下水道等の都市施設の老朽化と

いったニュータウン問題※１が生じています。 

「中野若松東」については、良好な工業地の形成を目的として整備され、現在は

約 300 社の企業が操業しています。 

 

区域名 施行者 施行面積 施行期間 

金剛 
UR 都市機構 

（旧 日本住宅公団） 
216.4ha 1963～1969 年度 

金剛東 
UR 都市機構 

（旧 住宅・都市整備公団） 
230.8ha 1968～1987 年度 

中野若松東 富田林市 62.3ha 1966～1973 年度 

 

 

 

100.0 97.6 93.7 93.0 92.9 90.1 
84.6 79.4 76.8 

0.0

50.0

100.0

大
阪
狭
山
市

松
原
市

太
子
町

河
南
町

河
内
長
野
市

富
田
林
市

羽
曳
野
市

藤
井
寺
市

千
早
赤
阪
村

（％）
府平均 96.3％

下水道整備率の状況（南河内地域） 

資料：市町村別下水道整備状況（大阪府都市整備部下水道室事業課） 

2018 年 3 月末現在 

※1 ニュータウン問題：高度経済成長期に計画的に開発された住宅地等において、住民の高齢化、住宅

や都市施設の老朽化等が深刻化しつつある現象。 
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２ 市民意向 

市民意向は、市民アンケート調査結果の概要を示しています。 

市民アンケート調査は「富田林市都市計画マスタープラン」の改定に向けて、市民

の意向を参考に検討を進めるため、全世代（18 歳以上）と、若者・子育て世代（18

歳以上 39 歳以下）を対象に、平成 29（2017）年 11 月に実施しました。 

 

（１）配布回答結果 

配布回答結果は以下のとおりです。 

 

区分 配布数 回答数 回答率 

全世代 3,000 970 32.3% 

若者・子育て世代 1,000 220 22.0% 

 

（２）集計方法 

調査結果は、市民全体の意向を示す全世代調査と、若者や子育て世代の意向を

示す若者・子育て世代調査に区分して集計を行いました。 

なお、若者・子育て世代調査の集計にあたっては、全世代調査の 18 歳以上 39

歳以下の回答を合計し、集計を行いました。 

 

区分 集計対象数 備考 

全世代 125 18 歳以上 39 歳以下の回答数 

若者・子育て世代 220  

計 345  
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61.1 
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地域コミュニティの充実したまち

近隣に働ける場所があるまち

身近にみどりを感じられる自然豊かなまち

防災体制の充実した安全で

安心して暮らせるまち

交通ネットワークが整ったまち

閑静で落ち着いた雰囲気のまち

買い物に便利なまち

医療・福祉施設などの環境が整った

子育てしやすいまち

（％）
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12.5 

17.0 

23.3 

29.0 

36.9 

41.7 

57.8 

61.9 

0 20 40 60 80

その他

田畑や果樹園など農業を身近に感じるまち

近隣に働ける場所があるまち

近所づきあいの活発な

地域コミュニティの充実したまち

身近にみどりを感じられる自然豊かなまち

防災体制の充実した安全で

安心して暮らせるまち

交通ネットワークが整ったまち

閑静で落ち着いた雰囲気のまち

医療・福祉施設などの環境が整った

子育てしやすいまち

買い物に便利なまち

（％）

1.9 

5.4 

12.5 

17.0 

23.3 

29.0 

36.9 

41.7 

57.8 

61.9 

0 20 40 60 80

その他

田畑や果樹園など農業を身近に感じるまち

近隣に働ける場所があるまち

近所づきあいの活発な

地域コミュニティの充実したまち

身近にみどりを感じられる自然豊かなまち

防災体制の充実した安全で

安心して暮らせるまち

交通ネットワークが整ったまち

閑静で落ち着いた雰囲気のまち

医療・福祉施設などの環境が整った

子育てしやすいまち

買い物に便利なまち

（％）

◆まちの将来像について（複数回答） 

〇全世代調査 

「買い物に便利なまち」が 61.9％と最も多く、次いで「医療・福祉施設などの環

境が整った子育てしやすいまち」が 57.8％、「閑静で落ち着いた雰囲気のまち」が

41.7％、「交通ネットワークが整ったまち」が 36.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇若者・子育て世代調査 

「医療・福祉施設などの環境が整った子育てしやすいまち」が 61.1％と最も多く、

次いで「買い物に便利なまち」が 54.4％、「閑静で落ち着いた雰囲気のまち」が 43.9％、

「交通ネットワークが整ったまち」が 38.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

全世代調査 

若者・子育て世代調査 
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高速道路の整備

道路・橋梁などの適切な維持管理

国道や府道などの幹線道路のネットワーク

駅前広場や駐車場・駐輪場の充実

鉄道とバスの乗り継ぎの円滑化

路線バスの充実（便数、エリアなど）

コミュニティバスや福祉タクシーなどの充実

高齢者や障がい者に配慮した段差の解消

交通安全を重視した歩道や通学路の整備

身近に利用する生活道路の整備

（％）

3.1 
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23.2 

30.3 
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53.9 
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その他

街路樹や公共施設内の緑化

河川敷や公園などをつなぐ緑のネットワーク

自然を生かすなどの特色のある公園

スポーツ施設などを備えた公園

散歩ができる規模の大きな公園

安全・安心に利用できる公園の

適切な維持管理

子どもや高齢者などが利用しやすい

身近な公園

（％）

◆まちづくりの重要な取組について（全世代調査、複数回答） 

【交通施設の重要な取組】 

「身近に利用する生活道路の整備」が 49.2％、「交通安全を重視した歩道や通学路

の整備」が 48.1％と多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公園・緑地の重要な取組】 

「子どもや高齢者などが利用しやすい身近な公園」が 53.9％と特に多く、「安全・

安心に利用できる公園の適切な維持管理」が 38.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公園・緑地 

交通施設 



序

章 

第

１

章 

第

２

章 

第

３

章 

北 部 

中 部 

東 部 

中南部 

東南部 

西南部 

金 剛 

金剛東 

第

４

章 

資

料

編 

 

25 
 

1.6 

25.8 

44.5 

54.9 

56.7 

0 20 40 60

その他

幹線道路沿道の景観
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29.5 
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その他

河川で水辺に親しめるレクリエーション空間

河川、水路やため池などの水質保全

公共下水道・浄化槽の整備

下水道施設の適切な維持管理

浸水被害などを防止する河川の改修

ごみの清掃など河川の維持管理

（％）

【下水道・河川の重要な取組】 

「ごみの清掃など河川の維持管理」が 39.5％、「浸水被害などを防止する河川の改

修」が 37.9％と多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【景観形成の重要な取組】 

「山並みや河川などの自然の景観」が 56.7％と最も多く、次いで「良好な住宅地

の景観」が 54.9％、「歴史的まちなみの景観」が 44.5％となっています。 

 

  

下水道・河川 

景観形成 
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自主防災組織の設置・強化や、

防災訓練への参加

ハザードマップや避難マニュアルなどの

情報提供

避難場所などの防災空間の確保

個人の建物の耐震・耐火性能の向上

水害や土砂災害などへの対策

（％）

【防災対策の重要な取組】 

「水害や土砂災害などへの対策」が 57.0％と最も多く、次いで「個人の建物の耐

震・耐火性能の向上」が 42.6％、「避難場所などの防災空間の確保」が 39.7％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の都市施設の重要な取組】 

「教育・文化、医療・福祉施設などの公共施設の整備」が 40.2％と最も多く、次い

で「空き家、空き地対策」が 31.7％、「都市機能（商業・医療・福祉など）や生活拠

点の集約化」が 29.7％、「駅周辺や幹線道路沿道などの立地特性を活かした土地利用」

が 28.4％、「良好な住宅地環境」が 27.9％と同程度で多くなっています。 

防災対策 

その他の都市施設 
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３ まちづくりの課題 

現状と動向や市民意向等から、まちづくりの課題は以下の 10 項目に整理されます。 
 

① 都市機能の確保 

本市の人口は平成 14（2002）年をピークに減少傾向にあり、今後、少子高齢

化が更に進行することが予測されています。また、人口減少等の影響もあり小売

業の商店数は減少傾向にあります。 

市民アンケート調査では、まちの将来像として「買い物に便利なまち」や、必

要な施設として、鉄道駅周辺等あらゆる場所で「店舗やコンビニ等の商業施設」

が求められています。 

このため、鉄道駅周辺等の拠点に、商業・医療・福祉等の都市機能を確保し、

人口減少下においても持続可能なまちづくりを推進する必要があります。 
 

② 産業機能の増進 

本市の工業製造品出荷額等は近年横ばいの傾向で、小売業商品販売額は減少傾

向にあります。市内には中小企業団地が整備されており、約 300 社が操業してい

ますが、より安価で広い敷地を求めて移転する事業所もみられます。 

市民アンケート調査における若者・子育て世代調査では、まちの将来像として

「近隣で働ける場所があるまち」が比較的多くなっています。 

このため、幹線道路の沿道機能を活かした産業施設や、大規模集客施設※1 等の

適正立地等により、地域経済を発展させるとともに、若者等の雇用の場を確保す

る必要があります。 
 

③ 住みたい・住み続けたい住環境形成 

本市の人口は減少傾向にあり、このままこの傾向が続くと、商業や公共交通サ

ービス等に大きく影響することが考えられます。 

また、空き家率は、全国、府平均をわずかに下回るものの増加傾向にあり、防

災・防犯性の低下や、環境・景観の悪化等につながることが懸念されます。 

昭和 42（1967）年に入居開始された金剛地区（高辺台、久野喜台、寺池台）

では、人口減少・高齢化や、道路や下水道等の都市施設の老朽化等が進行してお

り、金剛地区再生に向けた取組が進められています。 

市民アンケート調査では、その他の都市整備の重要な取組として「公共施設の

整備」、「空き家、空き地対策」、「良好な住宅地環境」等が求められています。 

このため、鉄道駅周辺等の拠点となる地域においては、魅力ある市街地環境の

形成を図り、その周辺に居住を誘導する必要があります。 

また、居住やコミュニティの場等として空き家、空き地を活用するなど、移住・

定住の促進に努めるとともに、金剛地区等のニュータウンにおいては、都市施設

の改善等により住環境の魅力を高める必要があります。 

 

 
※1 大規模集客施設：店舗、飲食店、映画館等の建築物で、その用途の床面積の合計が 10,000 ㎡を 

超えるもの。 
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④ 交通ネットワークの充実 

市内には、広域幹線道路である大阪外環状線（国道 170 号）、大阪千早線（国

道 309 号）、地域幹線道路である国道 170 号（旧）や主要地方道、府道等が縦

横に整備されていますが、一部路線では主要渋滞箇所がみられます。また、公共

交通機関として、近鉄長野線、南海高野線の 2 つの鉄道やレインボーバス等の路

線バスが市内を運行しているものの、利用者は減少傾向にあります。 

市民アンケート調査では、まちの将来像として「交通ネットワークが整ったま

ち」、「路線バスの充実」等が求められています。 

道路交通については円滑な交通処理を図るため、都市計画道路等の整備推進や

道路の維持管理等を進めるとともに、公共交通については、拠点等を結ぶ路線バ

スの充実や、駐車場、駐輪場の確保等による利用促進等、総合的に交通ネットワ

ークの充実を図る必要があります。 
 

⑤ 歩いて暮らせるまちづくり 

少子高齢化の進行が著しい中、商業・医療・福祉等の都市機能がコンパクトに

集積し、これらにアクセスが良い、歩いて暮らせるまちづくりが求められていま

す。 

市民アンケート調査では、交通施設の重要な取組として「生活道路の整備」や

「歩道・通学路の整備」等が求められています。 

本市では、狭あい道路※１や段差、勾配等のある歩道がみられるため、高齢者や

障がい者等に配慮した道路のバリアフリー化※２や児童・生徒の安全確保に努める

必要があります。 
 

⑥ 災害等に強いまちづくり 

我が国においては、近年、東日本大震災、大阪府北部の地震等の大規模地震や、

平成 30 年 7 月豪雨等の自然災害が発生し、多くの犠牲者が出ています。本市で

は、平成 29（2017）年、平成 30（2018）年に発生した台風により、多くの

被害が発生しました。 

市民アンケート調査では、防災対策に必要な取組として「水害や土砂災害など

への対策」、「建物の耐震・耐火性能の向上」、「避難場所などの防災空間の確保」

等が求められています。 

市民の生命や財産を守るため、地震、洪水、土砂崩れなどの様々な災害に対す

る防災・減災対策等に取組む必要があります。 
 

⑦ みどりの保全と活用 

本市は、金剛・葛城連峰や丘陵地の森林、農地等、多くのみどりを有し、これ

らの自然環境は市の魅力となっています。 

市民アンケート調査では、現状の生活環境に対する満足度として「山並みや河

川などの自然の景観」、「街路樹や公共施設等の緑化」等が特に高くなっています。 

※1 狭あい道路：車のすれ違いなどが困難な交通に支障のある狭い道路。 

※2 バリアフリー化：障がいのある人が社会生活をする上で障壁（バリア）となるものを除去すること。 
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今後も市街地においては、みどり豊かな町並みなどを形成するため、緑化の推

進に努めるとともに、都市農地については、地域特性に応じてその保全・活用に

努める必要があります。 
 

⑧ 地域資源の保全と活用 

本市には、府内唯一の重要伝統的建造物群保存地区※１である「富田林寺内町」

における歴史景観をはじめ、森林、水辺等の自然景観も形成されています。 

市民アンケート調査では、景観形成の重要な取組として「歴史的まちなみの景

観」、「山並みや河川などの自然の景観」等が求められています。 

個性と愛着のもてるまちづくりを推進するためには、こうした自然や歴史等の

地域資源を、市民とともに、守り、育て、活かす取組を進めるとともに、観光ま

ちづくりに活かす取組を推進する必要があります。 
 

⑨ 都市環境等の保全と向上 

温室効果ガス※２は、地球温暖化の主な原因とされており、本市においても公共

施設を中心に地球温暖化対策に取組んでいます。 

市民アンケートの若者・子育て世代調査では、下水道・河川の重要な取組とし

て「ごみの清掃など河川の維持管理」等が求められています。 

このため、低炭素社会※３の構築に向けた取組として、コンパクトなまちづくり

により、過度な自動車の利用等を抑制するとともに、エネルギーの効率的な利用

等を推進し、CO2 排出量の削減に努める必要があります。また、循環型社会※４を

構築するため、4R（リフューズ・リデュース・リユース・リサイクル） の取組

や環境美化を推進する必要があります。 

 

⑩ 協働のまちづくりの推進 

本市では町会・自治会により、安全・安心な地域づくりなど様々な活動が行わ

れていますが、会員の高齢化や関心の希薄化等により、地域の活力やコミュニテ

ィが低下しつつあります。 

このため、平成 24（2012）年に「富田林市元気なまちづくりモデル事業補助

金制度」を創設するとともに、大学との連携協定※５を締結し、知的・人的資源等

の交流により地域社会や市民生活の活性化に取組んでいます。 

今後もまちづくりの担い手を育成するとともに、大学との連携協定等を活かし

ながら、市民等の主体的な活動を支援する協働のまちづくりを推進する必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

※1 重要伝統的建造物群保存地区：全国の歴史的な価値がある集落や町並みの中から価値の高いものを

重要伝統的建造物群保存地区として国が選定している。 

※2 温室効果ガス：地上から放出された熱を吸収して、地球の気温上昇の原因となるガス。 

※3 低炭素社会：省エネ等の取組が進み、二酸化炭素等の温室効果ガスの排出が抑えられた社会。 

※4 循環型社会：物質循環を確保することによって、環境への負荷をできるだけより少なくし、循環を

基調とする社会経済システムが実現した社会。 

※5 大学との連携協定：本市では、大阪大谷大学、大阪芸術大学、阪南大学と連携協力に関する基本協

定を締結している。（平成 31（2019）年 3 月現在） 
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